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1.研 究 の 概 要

本研究は,い わゆる 「多層地域連結モデル」(福 地[3])の 試行例である。

地域に関する政策や計画を策定す る場合には,対 象地域の大 きさに合わせた地域 レベルのモ

デルを作成する必要がある。 また,対 象地域内の地域間の相互関連を検討するためには地域連

関型モデルを開発する必要がある。地域連関型のモデルは大型にな りがちであり,一 時期の大

型モデル批判のためか研究事例が少ない。近年,大 型モデルが復権することになったが,作 業

量が膨大になることもあ って研究 レベルのものはわずかしかない(福 地[5],山 口[12])。 首都

圏 ・東京圏を直接の分析対象地域とした地域連関型モデルを, 1980年 以降に開発されたものに

関 して分類すれば, ① 全国圏([10], [13]), ② 経済圏([11], [14]), ③ 沿線圏([7]), ④

中規模地域圏([9]), ⑤ 特定地域([4], [6])な どがあるにすぎない。

また,各 地域の社会経済はその地域を含むより広範な地域(上 位地域)の 社会経済 と密接に

結びついている。モデル作成時においてレベルの異なる地域の社会経済的な相互関連を単一モ

デルで描写することは大変困難である。 このような場合,上 位地域 と各地域のモデルを別途作

成し,連 結 して使用するのが有効であると考えられている。そのためには,地 域 レベルの異な

るモデル間のインターフェースを充実 させる必要がある。上位地域の変数を決定しその結果を

受けて下位地域(小 地域)の 変数を決めてい くトップダウン(top-down)方 式と下位地域の変

数が上位地域に影響 していくボ トムアップ(bottom-up)方 式の2方 向である。もちろん,福地[3]

が 「多層 レベルの地域経済構造の一般均衡的モデル」 と述べているような トップダウン ・ボ ト

ムアップ相互波及型モデルの実現が望ましいが,成 功例はほ とんどみられない。例えば,国 久

[1],武 部[8]は ともにこのような相互波及型モデルを希求 している例(交 通経済モデルとして
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分類できる)で あるが,両 モデル とも小地域モデルはシェア配分モデルが中心で地域連関型モ

デルとはなっていない。 これらは,社 会経済変数に トップダウン方式を用い,地 域の結びつき

を表す近接性(外 生変数である地域間平均時間距離 と内生変数である地域間輸送量で定義 され

る)を 大地域お よび小地域について作成 し,相 互に波及する構造になっている。

なお,表1は 多層地域結合型モデルの事例をまとめたものである。

本稿は,環 境改善を 目的 とした 自動車交通量対策の広域圏における社会経済的な影響把握を

目的 とする多地域連関型の東京圏モデル[14]を 上位モデル として,ト ップダウン方向で連結す

る東京都12地 域分割モデルについのて研究報告である。本モデル自体も東京都の各地域内の相

互関係を描写する多地域連関型 モデル構造 になっている。東京圏全域を対象にした対策の効果

が東京都内の各地域に及ぼす影響を,東 京圏モデルで扱 う社会経済変数を都内各地域へ分割す

ることで把握 しよ うとした ものである。また,本 モデルを用いて,東 京都の環境(NO2)改 善

を 目的 として自動車交通量対策を実施 した場合のケーススタディを試みた。

表1　 多層地域結合モデルの事例

地

域

経

済

モ

デ

ル

福地、”多層地域連結モデルの作成”[文 献3]

多層 レベルの地域間の影響を描写するために、全国マクロモデル(19式)、 南関東4都 県モデル

(143式)、 東京23区 モデル(27式)を 結合したモデルである。全国マクロモデルは支出面変数

を中心とするモデルである。南関東4都 県モデルは、全国マクロモデルからGNPお よび製造業稼

働率を受け取り、人口移動や購買力移動を通じ4都 県経済が密接に結びついているモデルである。

東京23区 モデルは南関東4都 県モデルから強い影響を受ける構造になっており、全国マクロモデ

ルからGNP、 就業人口を、南関東4都 県モデルから人口、就業人口、投資、住宅価格等を受け取

る形となっている。

交

通

経

済

モ
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国久、”関東地域を中心とした道路整備の経済効果に関する研究”[文 献1]

道路施設整備によってもたらされる輸送費用および時間の低減による地域経済へのインパクトを

長期的観点から計測したモデルである。大地域計量モデル(県 レベル11地域および複数県の統合地

域4地 域)、 生活圏計量モデル(34生 活圏)お よび交通モデルから構成されている。大地域計量モ

デルは人口、所得、販売額等を変数とするモデルであり、交通モデルで決定される近接性を入力変

数の1つ としている。生活圏計量モデルは大地域計量モデルから人口、商品販売額、製造品出荷額

を、交通モデルから近接性を受け取る形となっている。交通モデルでは外生変数である輸送時間と

人口や販売額から決定される輸送量をもとに近接性を算定し、他のモデルに受け渡す働きをしてい

る。

武部、”首都高速道路の社会経済効果に関する研究” 〔文献8]

首都高速道路建設のインパクトを市場を経由した内部経済効果を中心に計測したモデルである。

東京都全域地域計量モデル、23区 とその他東京への分解モデル、東京都細目ゾーンレベル ・アー
バン・シミュレーション・モデル(23区 別)か ら構成されている。東京都モデルは人口、所得、

販売額等を変数とするモデルであり、細目ゾーンモデルで決定される近接性を入力変数の1つ とし

ている。分解モデルは東京都モデルから人口、商品販売額、製造品出荷額を受け取り、2地 域に分

解するモデルである。細目ゾーンモデルはその内容からみると土地利用活動配分モデル(ロ ー・リ・

モデルをベースに産業分類および基幹産業のゾーンへの配分法等について改良を加えたモデル)と

交通モデル(発 着ゾーンの諸活動量および交通施設整備状況からゾーン間時間距離を直接推定する

時間距離修正関数)か らなっている。
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これまでのこの種の小地域への分割方法 としては,現 況シェアによる分割あるいはクロスセ

クションデータを用いた単年度モデルによる分割方法等がなされているが,必 ずしも有効 とは

言 えなかった。東京都12地 域分割モデルでは,シ ェア配分的なシフ ト変数の考え方をモデルに

取 り入れ,上 位地域のモデルと連動するとともに対象地域内小地域間の相互関係 もある程度説

明し得 る式を採用 した。 これによって上位地域 レベルで実施された対策の影響が下位地域 レベ

ルに及ぼす効果をよりきめ細か く分析す ることがで きると考 えている。小地域 と言 ってもこの

レベルの地域であれば各地域すべてについての構造をより詳細 に分析 し,各 地域モデルを最終

的に結合する方向も考えられる。しかし,デ ータの整合性の確保やモデル作成の為の作業量の

膨大 さを考えると,単 純なシェア配分 との中間である本モデルのような方向が妥当である。

本研究の特色は, (1)ト ップダウン方式による複数の多地域連関型モデルの結合使用の実際

的方法を提示 し, (2)ま すます深刻化の度合いを深めている大都市圏域における環境問題(大

気汚染)を 陽表化 して社会経済構造分析を可能にしたことである。

2.分 析対象12地 域の社会経済の推移

自動車交通量対策が東京都内の各地域へどのような影響をもた らすのかを把握す るため,地

図1　東京都地域分割図
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域の類似性を考慮 して東京都を12の 地域に分割 した(図1)。 どの程度の地域数にするかについ

てはいろいろ考え方 もあるが,操 作性を考 えると10前 後が適当であろ う。ここでは,分 析対象

地域の社会経済の動 きと,主 たる関心である交通,環 境指標の動 きを表にまとめ概観す る。

表2　東京都社会経済の動き

注) 出典:東 京都統計年鑑

単位:千 人、10億円、%
金額データは実質値
(昭和60年価格)で ある。

上段: 1988年実績
中段: 1975～1985年平均伸び率
下段: 1985～1988年平均伸び率
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表2は,都 内12地 域別の各主要指標を比較 したものである。全体的には,各 指標 ともに区部

の伸びよりも多摩地域の伸 びが高 く,多 摩地域の発展傾向が顕著である。区部の人口は東部お

よび北部地域を除き1975年 以降減少が続いている。一方,多 摩地域では西多摩,南 多摩,北 多

摩西地域を中心に1975年 以降増加が続いてお り,多摩地域が東京都全体の人 口減少傾向を下支

えしている形である。全産業従業者についても,多 摩地域の伸び率は高 く,多 摩地域の1975年

から10年 間の年平均伸び率は2.6%,最 近3年 間では1.7%と 東京都全体(1.1%, 1.5%)を 上

回る伸びを示 している。製造品出荷額は,全 体的に増加傾向にある。特に多摩地域では,最 近

3年 間で年平均7.9%と 高い伸びを示しており,製造業においても多摩地域への移転や進出が進

んでいるとい う現象を示 している。

表3は 交通,環 境指標の推移をまとめたものである。地域別にみた自動車の発生集中量は全

体的な趨勢 として1980年 まで減少傾向にあったが,そ の後増加傾向に転 じてお り,大 気環境

(NO2濃 度)の 悪化傾向と一致 している。交通の円滑度も意味す る都心地域からの時間距離は,

発生集中量の増加に伴って1985年 ごろか ら多摩の各地域において増大の傾向を示している。多

摩地域において交通量の増加 とともに地域間の移動時間がかかるようになっている現状が明 ら

かである。しかし,区 部では各地域 ともに時間距離の変化は少なく,す でに混雑が恒常化して

移動時間が限界に近いことを表 していると思われる。なお,時 間距離は各地域内の移動に要す

表3　 交通,環 境指標の推移
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図2　 東京圏モデルと12地 域モデルの関連図

図3　 12地 域モデルの変数決定フロー
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る時間も考慮 したもの(地 域間時間距離+地 域内時間距離)を 用いた。

3.東 京都12地 域分割モデル

東京都12地 域分割モデル(以 下, 12地 域モデル)は,東 京都を中心 とす る東京圏全体の社会

経済変動の東京圏特 に東京都における環境や交通の変化が,東 京都内各地域の社会経済構造を

どのように変化 させるかを計量,評 価することを目的 として開発 したものである。東京圏モデ

ル と12地 域モデルの関連は図2の とお りである。また,両 モデルの結びつき,モ デル値の補正

の流れ とモデル内の因果関係の概略図は図3の とお りである。東京都と神奈川県,埼 玉県およ

び千葉県 との相互関係を上位モデルである東京圏モデルで計測 し,そ の結果である東京都の経

済活動水準を コン トロール トータル として都内12地 域に トップダウン方式で分配す る考 え方

を採用 した。具体的には,東 京圏モデルで決定された人口,所 得,生 産,産 業別従業者数およ

び販売額を各地域のシフ ト変数 とするとともに,各 地域の数値を用いてシェア配分する方法で

ある。12地 域の内1地 域に合計 との差を用いるはきだし型の方法では,そ の地域 に誤差が累積

することになるので不適切であると判断 した。2つ のモデルの結合により東京圏全域の社会経

済変動 と東京都各地域の変動を同時に説明できる分析が可能 となったと考えている。

3.1東 京都12地 域分割モデル構造方程式

表4は12地 域モデルの変数記号表である。また,図4は 都心地域の変数ブロック間の関連お

よび上位モデルである東京圏モデルからの変数の影響を示 したものである。各地域 ともに人 口

(3),就 業(5),産 業(3),所 得(1),財 政 ・地価(4)の5ブ ロック構成で, 16個 の内生変数

と交通,環 境など11の 外生変数,お よび東京圏モデルによって決定され本モデルでは外生的に

取 り扱われ る19の 変数で成立 している。北多摩西部地域の社会移動関数は有意な推定結果が得

られなかったため,全 体では推定式167本,定 義式24本 で計191本 の多地域連動型方程式体系

である。この種のモデルとしては極めて大きいもの となった。主要な社会経済指標は人口,全

産業従業者,製 造業従業者,卸 売業従業者,小 売業従業者などの人口 ・就業指標 と,製 造品出

荷額,卸 売業販売額,小 売業販売額などの産業指標である。 これらは,東 京都の合計値を主な

説明変数 としたシェア配分型モデルの考え方を基礎に時間距離や地価比等によって地域間交絡

を説明し,収 束過程で地域別のモデル推計値の合計と東京都計の整合をはかっている。また, 12

地域独 自の指標 としては,課 税対象所得,税 収総額,歳 出総額,歳 入総額を内生化している。本

モデルで政策変数として扱 う環境,交 通指標は,地 域間の相互関係の変化を示すシフト変数 と

して各地域の社会経済指標を説明している。 この うち,環 境変数は人口に,ま た,交 通変数は

おもに産業指標に影響を与える。
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表4　 東京都12地 域 モデルの変数一覧

注1) 価格データは昭和60年暦年価格である。ただ

し、地価のみは名目値を用いた。

注2) 添字iは 地域を表す。

i=A:都 心、B:山 の手、C:下 町

D:区 部南部、E:区 部西部、F:区 部北部

G:区 部東部、H:西 多摩、I:南 多摩

J:北 多摩西部、K:北 多摩南部、L:北 多摩部

注3) 変数名右上に*の ついている変数は推定式で

ある。ただし、北多摩西部地域については人口

移動関数ではなく、人口関数を直接推定した。

注4) 東京都人口ポテンシャルは以下の定義による。また、各ポテンシャルも同様の定義による。

PNkT=NT+
Σj

Nj/

djk

NT=東 京都人口、j=県 、

djk=k交 通手段による東京都とj県 間平均時間距離、k=R(鉄 道利用), C(道 路利用)
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表5　方程式の推定結果-自 由度修正後の相関係数の分布-

自動車交通量対策の実施による発生集中交通量の変化は,各 地域から発生す る交通量あるい

は集中する交通量に影響 し,周 辺部の交通条件を変化 させる。 これにより,他 地域 との時間距

離を変化させ,人 口,就 業,産 業指標に影響を与え,こ の影響がモデル全体に波及 していく。一

方,交 通条件の変化にともな うNO2の 変化は環境の代理変数であ り,地 域の住環境の変化を経

て人 口指標に影響するようになっている。

なお,環 境 と交通に関する指標は別途に行われているプロジェク トの結果を用いることが前

提であるので外生変数 として取 り扱った。

モデルの推定は12地 域別々に行なった。推定期間は1976～1988年(13サ ンプル)で あ り,推

定法は通常の最小二乗法を使用した。推定結果を 自由度修正済みの相関係数の分布でみた もの

が表5で ある。推定式167本 中,相 関係数が0.90以 上 となる方程式は152本 で全体の9割 以上

である。t値 や誤差の動 きなども良好で推定結果は満足できる水準であると判断した。

紙幅の制約があるので ここでは都心地域のモデルの一部を紹介す るに止める。

なお,モ デルの方程式では,係 数の下の()内 はt値, Rは 重相関係数, RBは 自由度修正

後の重相関係数, Sは 方程式の標準偏差, D. W.は ダービン=ワ トソン統計量(自 由度が小 さい

ので参考値)で ある。変数記号の後の上添字は地域を表 し, Aは 都心地域, Tは 東京都全域で

ある。
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[東 京 都12分 割 モデル:都 心地 域一部抜粋]

<1>社 会 増関数:東 京都 の一人 当た り所得 を用 いて説 明す るモデル

NSAt=33.273+6.724*(YDT/NNT)t-1-0.417*(PLA/PLAV)t-1-0.0843*OGAt -1

(2.14) (-2.06) (-2.32)

R=0.8770 RB=0.8320 S=2.366 D. W.=1.58

<2>自 然 増関数:人 口再生産 率で説 明す るモデル

NNAt-NSAt-NNAt-1=4.729+0.0157*NNAt-1+4.318*(FOA/NNA)t-1-0.00862*

(2.63) (3.74) (-1.10)

NXAt-1-0.173*TIME

(-7.79)

R=0.9956 RB=0.9934 S=0.0620 D. W.=2.70

<3>製 造業従業地就業者数関数:東 京都の製造業従業地就業者数によるシェア関数

EMAt=-47.122+0.147*EMTt

(12.87)

R=0.9684 RB=0.9654 S=2.5877 D. W.=0.86

<4>卸 売 業従業 地就業者 数関数:東 京都 の卸 売業従業地就 業者数 に よる シェア関 数

EWAt=222.328+0.550*EWTt+0.000093*SWAt-1-4.972*TIME

(30.94) (1.47) (-11.29)

R=0.9954 RB=0.9938 S=1.3166 D. W.=1.68

<5>小 売 業従業地 就業者数 関数:東 京都 の小売業 従業地就業者 数 によるシ ェア関数

ERAt=113.009+0.027*ERTt-5.627*1TAt

(1.13) (-3.59)

R=0.8218 RB=0.7813 S=2.1062 D. W.=0.78

<6>そ の他 の従業地 就業者 数関数:東 京都 の鉄 道利用 人 口ポ テ ンシャル に生産 性を考慮 した

モデル

ETAt-(EMAt+EWAt+ERAt)=-7973.808+4.126*((SMT+SWT+SRT)/(EMT+

EWT+ERT))t-1+0.750*(PNRT)t

(3.12)

 (5.86)

R=0.9953 RB=0.9944 S=17.4144 D. W.=1.50

<7>製 造 品 出荷 額関数:東 京都 の製造 業生産 性を考慮 した生産関数

1n(SMA)t=-22.594+0.387*1nSMT/EMT)t+2.077*1nEMA)t+4.357*

(1.63) (3.40) (2.712)

1n(OGA)t-3.809*1n(1TA)t-0.129*DUMP(85)
(-3.09) (-3.16)

R=0.9561 RB=0.9288 S=0.0335 D. W.=2.41
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<8>卸 売 業 販 売 額 関 数:東 京 都 の 卸 売 業 生 産 性 を 考 慮 し た 生 産 関 数

1n(SWA)t=-0.478+1.093 *1n(SWT/EWT)t+1.141 *1n(EWA)t+0.239*

(14.58) (10.18) (2.49)

1n(YYT)t+0.384 *1n(OGA)t-1.495 *1n(TMA)t

(1.69) (-2.99)

R=0.9996 RB=0.9993 S=0.0086 D. W.=2.25

<9>小 売 業 販 売 額 関 数:東 京 都 の 小 売 業 生 産 性 を 考 慮 し た 生 産 関 数

1n(SRA)t=-0.081+0.791 *1n(SRT/ERT)t+0.765 *1n(ERA)t+0.328*

(1.73) (4.87) (2.66)

1n(YYT)t+0.576*1n(OGA)t-1.419 *1n(TMA)t

(2.62) (-3.86)

R=0.9959 RB=0.9929 S=0.0107 D. W.=1.75

<10>課 税 対 象 所 得 関 数:東 京 都 の 所 得 を 基 本 と し た シ ェ ア 関 数

YKAt=-1098.479+0.016*YYTt+2.745*NNAt-1

(5.84) (1.57)

R=0.9849 RB=0.9819 S=21.6764 D. W.=1.41

<11>税 収:前 期 の 所 得 と 今 期 の 経 済 活 動 か ら の 税 収 を 考 慮 し た 統 計 式

TXAt=-32.676+0.115*YKAt-1+0.00019*(SMA+SWA+SRA)t

(6.76) (2.98)

R=0.9872 RB=0.9846 S=2.6650 D. W.=1.37

<12>歳 入:税 収 以 外 の 収 入 を 都 民 税 を 用 い て 説 明 す る 統 計 式

(FIA-TXA)t=-17.954+0.868*TXTt*(NNA/NNT)t-1-10.194*DUMP(83)

(7.59) (-1.37)

R=0.9259 RB=0.9103 S=7.1514 D. W.=2.20

<13>歳 出:人 口増加 に対 す る追加的 支 出を考慮 した統計式

FOAt=-1.671+0.972*FIAt-1+0.225*(NNAt-NNAt-1)

(101.48) (3.30)

R=0.9997 RB=0.9997 S=0.7871 D. W.=1.98

<14>地 価 関 数:東 京都 の生産性 お よび東京都 と都心地域 の生産性格差 を考 慮 した モデル

1n(PLA)t=-4.326+1.934 *1n(YYT/ETT)t-1+2.676 *1n(SEAT)t-1+0.722*
(3.14) (2.38) (9.80)

1n(PLA)t-1+0.569*DUMP(85)
(8.21)

R=0.9988 RB=0.9982 S=0.0706 D. W.=2.60

た だ し, SEAT=((SMA+SWA+SRA)/(EMA+EWA+ERA))/((SMT+SWT+SRT)/

(EMT+EWT+ERT))
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表6　 ファイナルテス ト結果-主 要変数の相関係数とMAPEの 分布-

注) *相 関係数:フ ァイナルテスト値と実績値の相関係数

* MAPE:平 均絶対誤差率

MAPE

=Σ|(観 測値-テ スト値)/観 測値|

/サンプル数
×100

3.2フ ァイナル ・テス ト

モデルの現実説明力を検証するためファイナル ・テス トを実施 した。なお,モ デルの構築に

あたって推定を行った社会増人 口・自然増人 口は人 口を,そ の他の従業地就業者数は全産業従

業地就業者数を評価変数 とした。 ファイナル ・テス ト結果を表6に まとめた。モデル全体の相

関係数 とMAPEの 分布をみたものである。全体 としては,相 関係数が0.9よ りも大 きい変数が

83%, MAPEが4.0%以 下の変数が81%と なっている。テス ト値は観測値をよくトレースして

お り誤差等の動 きも妥当であった。良好な結果が得 られた と考えられる。

4.内 挿シミュレーシ ョン結果

本モデルを用いて東京圏モデルと結合 した種 々のシ ミュレーシ ョンを実施 した。ここでは,特

徴的な2つ の内挿シ ミュレーションの結果についてまとめる。東京圏モデルと12地 域モデルの

トップダウン結合による2層 構造のモデル全体の動きを検討し,モ デルの頑健性や現実説明力

お よび政策シ ミュレーシ ョンへの適応性などを確かめるために行った ものである。その結果,結

合モデルは十分に東京圏および東京都各地域の社会経済構造を近似していると判断 した。その

後,将 来予測に関しても数ケースを実施 した。東京都ではいろいろな対策を検討してお り,か

な りドラスティックで興味深い予測結果 も生じた。 しかし,現 在計画策定段階であ り公表には

問題があるので,将 来予測に関しては今回の報告では言及しないことにしたい。

2ケ ースのシミュレーションの仮定 と計算処理上の対応方法お よび最終年(1988)に おける効
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表7　 内挿 シ ミュ レー シ ョン条件 の ま とめ

表8　 内挿 シ ミュ レー シ ョンの結 果-1988年 値 の乖 離 率-

注1) 本表は、ファイナルテスト値とケース別シミュレーション値を内挿期間の最終年である

1988年で比較したものである。乖離率および記号の意味は以下のとおりである。

乖離率X(%)=

シ ミュレー ション値-フ ァイナル ・テ ス ト値

/

|フ ァイナル ・テ ス ト値|

×100

+++: 10%以 上 のプ ラスの影 響が あ った(10≦X)

++: 5～10%の プ ラスの影響 が あ った(5≦X<10)

+: 1～5%の プ ラスの影響 が あ った(1≦X<5)

・:ほ とん ど影響 がな か った(-1<X<1)

-: 1～5%の マ イナスの影 響が あ った(-5<X≦-1)

--: 5～10%の マ イナスの影 響が あ った(-10<X≦-5)

---: 10%以 上 のマ イナ スの影 響が あ った(X≦-10)

注2) 東京都 の 値 は上 位モデ ルであ る東京 圏モ デルの結果で あ る。
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果は表7と 表8に まとめた。

ケース1は,初 期値テス トを兼ねたシ ミュレーシ ョンである。東京都の人 口が初期年(1975)

において若干多かった場合を想定した ものである。東京圏全体の夜間人 口は変わ らないが,東

京都から周辺3県 への人 口流出が遅れた場合,つ ま り,東 京都の人口が実際 より若干多 く,周

辺3県 の人 口が若干少なかった場合である。南多摩地域の定住化計画が早めに進行した場合 な

どを想定 したものである。最終年(1988)で みると,東 京都全体では人 口の増加 とともに消費

支出,住 宅投資などの支出項 目が増加するが,従 業者数や出荷額・販売額への影響は少ない。地

域別に見ると,ほ とんどの地域で人 口が増加する。区部東部や南多摩などの観測期間中人 口が

増加 していた地域へのインパク トが大 きい という予想通 りの結果になった。従業者数は都心,山

の手な どの地域で増加 し,区 部外周や北多摩地域で減少した。各地域での人 口増加分は都心あ

るいは山の手地域への通勤人口と考えることがで きる。

ケース2は,本 モデルの本来の 目的である環境改善を 目的 とした自動車交通量の削減対策に

よる影響を検討するものである。東京都の自動車発生集中量を25～30%削 減することで大気汚

染環境の改善を試みようとする政策シ ミュレーシ ョンである。削減率をかな り大きくしたが,東

京都の試算によればこの程度の削減を行わない と環境基準の達成は困難 ということである。東

京都の人 口は居住環境が改善 されるので増加する。 しかし,当 然予想されるように生産活動へ

のダメージは大 きいものがある。各地域への影響を見 ると,人 口では交通量そのものの減少 と

環境改善効果に伴 う都心への回帰が生 じる一方,交 通量の減少による時間距離の短縮 によって

都郊外地域への住み替えも発生し多摩南部の地域では人口増加が著しい。都内全従業者数は都

心地域への集中が加速されるが,自 動車交通への依存が強い製造業や卸売業では自動車交通抑

制対策による影響で区部から多摩地域へ移転するようになるとい う結果 となった。

5.今 後の方向 と課題

自動車交通対策は広範囲に渡って影響が及ぶ とともに,対 象地域の中に含まれる小地域毎に

影響の程度や方向が異なると予想される。そこで,国 や自治体が計画や対策を実施 しようとす

る場合は,当 該対象地域外や当該対策地域内の小地域における影響 ・効果も十分に検討する必

要がある。 このような対策の地域的影響分析 ・効果分析に関しては幾つかの地域 レベルのモデ

ルを連結 した多層地域連結モデルが有効である。

また,地 域の実証モデルの場合はモデルの規模や性格が地域データに多分に依存す る。地域

が小 さくなるほどデータの種類や期間が少な くなる。地域 レベルに合わせてモデルを作成する

だけでは現在の社会経済の動 きを必ず しも描写できなくなる可能性が高い。地域の大 きさに関

係なく収集できるデータは比較的限 られているのである。上位地域のモデルによる分析の結果
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を下位地域の分析に反映させる必要は常に存在する。多層地域連結モデルの考え方 と実際の結

合方法に関しての研究が多数行われることが望まれる。

12地 域モデルは,東 京圏モデルと連動することによって東京圏社会経済 と都内の各地域社会

とを直接的に関連づけて分析すること可能にした。また,東 京都内の12地 域間の相互関係を描

写することによって,交 通量 ・交通条件の変化にともな う自然環境の変化を整合的に描写する

ことにも一応成功 したもの と考えている。

今回のモデルは,都 内への効果を東京圏モデルを用いて段階的に計測す る トップダウン結合

の方法を採用し,同 時に都内の地域相互間の関係を考慮 しながらモデルを構築した。 したがっ

て,い くつかのポテンシャル変数を除けば,都 内各地域 と周辺県 との関係は必ずしも明示的に

取 り扱っていない。 しかし,現 実には都内各地域は隣接する他県の地域 との結びつ きが強まっ

ている。将来に関してもこれらの地域間依存関係は強まると予想される。区部南部地域 と神奈

川県,北 多摩北部地域 と埼玉県,下 町地域 と千葉県の隣接市町村のような環状方向の地域間関

係の分析の重要性も高い。今回行わなかったボ トムアップ方向の連結方法の検討 とともに,地

域分割 ・小地域分析の問題 として研究す るべきであろ う。研究の進展によって,多 地域連関型

モデルの連結応用に関してはこの他にも多々問題点が明らかにされて行 くと期待 される。

本研究に関係す る今後の主要な課題をまとめると以下のようになる。これ らの課題の うちの

い くつかは既に研究中であり,検 討中のものもある。成果を得ることができた ら発表 したいと

考えている。

(1)多 層モデル構造に関するもの

・ボ トムアップ結合の実際的な方法の検討

・トップダウン,ボ トムアップ両方向の結合によるモデルの一体性の検討

・メッシュ地域分析 と通常の地域モデルの結合方法の検討

(2)モ デルの推定に関す るもの

・分析に関連する整合性のあるデータの整備(地 価 ,ス トック等のデータの整備)

・長期予測に統計的有意性を保証す るための観測期間の延長(サ ンプル数の追加)

・現実妥当性を高めるためのモデルの精緻化や体系的な推定の検討

(3)交 通需要変数と環境変数の内生化に関するもの

・自動車交通 と環境変数データの整備

・炭素酸化物,水 質,騒 音 ・振動, SPM(浮 遊性粒子状物質)な どの導入

・環境悪化の社会的費用の計測(マ イクロ計量分析:山 口,遠 藤[15]で 試行した)
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A New Method of Regional Decomposition

Twelve-districts Model of Tokyo Metropolis

Makoto YAMAGUCHI*, Yasumasa KOIE** and Takashi ISHIKAWA**

This research is part of an on-going project of the econometric analysis about the 

Tokyo Metropolitan Area (TMA: Tokyo, Kanagawa, Saitama and Chiba prefec

tures). The main purpose of the project has been to make several effective plans to 

eliminate NOx exhausted from automobiles in TMA, especially in Tokyo Metropolis 

(prefecture).

In the last conference of the Japan section of RSAI, we reported empirical studies 

of four-regions model of TMA (TMA model). However, as NOx concentrates in 

only small parts of the Tokyo prefecture and pollution occurs in such areas, we need 

to construct another model for Tokyo prefecture. This research is a trial of Top

- down projection by the multi-regional linkage model.

Tokyo prefecture which consists of 23 wards, 26 cities, 6 towns and islands is 

divided into twelve districts excluding islands. This model is composed of five blocks 

(demographic variables, employment, production, income and finance) and 167 equa

tions which are estimated by OLS. The observation period is 13 fiscal years from 1976 

to 1988.

We applied this model to analyze the effects of various impacts and changes in 

trends of five blocks by running simulations, and comparing them with the results of 

the standard type simulation or final test. And two cases of historical simulations 

under the same conditions as TMA model are reported in this research. In these 

cases, the results of the TMA model were used as the control total (that is, Top-down 

linkage projection).

* Edogawa University
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